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　　　１１５円、特別会計１４２，７１４，４３３円となっている。

　　第３　　審査の手続

　　　・平成２８年度一般会計及び特別会計の総決算額は、歳入１６，１１４，９７９，０００

　　　円、歳出１５，７２１，４０９，５４２円となり、歳入歳出決算差引額は３９３，５６９，４５８

　　　・本年度事業繰越に伴う一般会計及び特別会計の繰越財源４１，３５１，９１０円を

　　　書及び財産に関する調書は、関係法令に準拠して作成されており、その計数は、

　　　の他の改善を要する事項については指摘を行った。

　　　・審査に付された各会計歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調

　　　関係諸帳簿その他証書類と照合した結果、誤りのないものと認められた。なお、そ

　　　控除した実質収支は、３５２，２１７，５４８円で、内訳としては一般会計２０９，５０３，

　　第５　　審査の概要

　　　・平成２８年度 南伊勢町各会計歳入歳出決算事項別明細書

　　　・実質収支に関する調書

　　　・財産に関する調書

　　第２   審査の期間
　　　・ 平成２９年７月２８日　８月２日　８月４日　８月７日

　　  一般会計・特別会計の決算状況は次のとおりである。

　　　円となっている。

　　第１　　審査の対象
　　　・平成２８年度 南伊勢町一般会計歳入歳出決算

　　　・平成２８年度 南伊勢町簡易水道事業特別会計歳入歳出決算

　　　・平成２８年度 南伊勢町国民健康保険特別会計歳入歳出決算

　　　・平成２８年度 南伊勢町介護保険特別会計歳入歳出決算

　　　・平成２８年度 南伊勢町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

　　　・平成２８年度 南伊勢町戸別合併処理浄化槽事業特別会計歳入歳出決算

　　　・平成２８年度 南伊勢町下水道事業特別会計歳入歳出決算

　　　・各基金の運用状況

　　　(付属書類)

　　　・審査に付された各会計歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調

　　　書及び財産に関する調書について、関係法令に準拠して作成されているかどうか

　　　を確かめ、これらの計数の正確性を検証するため、関係諸帳簿その他証書類との

　　　続を実施した。

　　　照合等通常実施すべき審査手続を実施したほか、必要と認めたその他の審査手

　　第４　　審査の結果
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一般会計及び特別会計歳入歳出決算状況
単位：円・％

歳入歳出

差引残額

一般会計 10,269,375,160 9,839,560,643 95.81 9,592,938,898 93.41 246,621,745

特別会計 6,517,939,680 6,275,418,357 96.27 6,128,470,644 94.02 146,947,713

計 16,787,314,840 16,114,979,000 95.99 15,721,409,542 93.65 393,569,458

特別会計の内訳
単位：円・％

歳入歳出

差引残額

国民健康保険
特別会計

2,539,786,000 2,550,127,901 100.40 2,481,268,007 97.69 68,859,894

介護保健
特別会計

2,153,639,000 2,167,243,389 100.63 2,099,187,525 97.47 68,055,864

後期高齢者医療
特別会計

506,163,000 509,490,103 100.65 505,913,824 99.95 3,576,279

戸別合併処理
浄化槽事業
特別会計

53,340,000 51,407,222 96.37 51,407,222 96.37 0

下水道事業
特別会計

820,261,680 647,387,243 78.92 643,167,963 78.41 4,219,280

簡易水道事業
特別会計

444,750,000 349,762,499 78.64 347,526,103 78.13 2,236,396

計 6,517,939,680 6,275,418,357 96.27 6,128,470,644 94.02 146,947,713

会計名 予算現額 歳入決算額 収入率 歳出決算額 執行率

歳出決算額 執行率会計名 予算現額 歳入決算額 収入率

２



　【一般会計】

区分

年度

（１）　歳　　入

区分 （Ｂ）/（Ａ） （Ｃ）/（Ｂ）

年度 ×１００ ×１００

96.17 3.95

96.43 3.63

0.26 △ 0.32

単位：円・％

単位：円

209,503,115

　当年度の収入済額は９，８３９，５６０，６４３円で、調定額１０，６２４，４３６，１４４円に対する

収入済額の割合は９２．６１％となっている。

　収入済額に対する収入未済額７７７，２１７，２９１円の割合は７．９０％となり、前年度と比

歳入歳出
差引額

9,592,938,898 246,621,745

3,631,807

37,118,630

7,658,210

9,220,929,758

不納欠損額
収入未済額

（Ｃ）

9,220,929,758 8,840,716,634 380,213,124 48,734,610

較して３．９５％プラスとなった。

調定額（Ａ）

差引増減 615,698,221

収入済額（Ｂ）

4,026,403

27 9,588,377,543

356,856,9119,839,560,643

618,630,885 △ 6,959,067

363,815,978

28 10,204,075,764

　歳入決算額９，８３９，５６０，６４３円、歳出９，５９２，９３８，８９８円で、歳入歳出差引額は

２４６，６２１，７４５円となり、本年度事業繰越に伴う繰越財源３７，１１８，６３０円を控除した

実質収支額は２０９，５０３，１１５円となっている。

752,222,264 △ 133,591,379 △ 11,615,980 △ 121,975,399

翌年度へ繰り
越すべき財源

　前年度に比べ、歳入決算額で６１８，６３０，８８５円の増、歳出決算額で７５２，２２２，２６４円

歳出決算額

の増となっている。また、実質収支額は、１２１，９７５，３９９円の減となっている。

差引増減

27

28

歳入決算額

9,839,560,643

618,630,885

実質収支額

331,478,514

３



年度 予算現額 構成比 調定額 構成比 収入済額 構成比

27 1,022,387,000 10.88 1,137,510,714 11.86 1,043,160,693 11.31
28 996,850,000 9.71 1,108,221,162 10.86 1,015,011,547 10.32

分 担 金 及 び 27 39,301,000 0.42 39,938,869 0.42 39,938,869 0.43
負 担 金 28 35,666,000 0.35 36,699,720 0.36 36,666,820 0.37
使 用 料 及 び 27 54,067,000 0.58 58,865,443 0.61 57,137,409 0.62
手 数 料 28 53,343,000 0.52 58,209,207 0.57 56,930,107 0.58

27 24,536,000 0.26 25,621,699 0.27 25,621,699 0.28
28 13,961,000 0.14 15,762,369 0.15 15,762,369 0.16
27 84,509,000 0.90 80,359,037 0.84 80,359,037 0.87
28 139,882,000 1.36 140,286,718 1.37 140,286,718 1.43
27 125,234,000 1.33 122,850,220 1.28 122,850,220 1.33
28 163,727,000 1.59 154,653,626 1.52 154,653,626 1.57
27 531,817,840 5.66 531,817,540 5.55 531,817,540 5.77
28 380,212,610 3.70 380,213,124 3.73 380,213,124 3.86
27 89,812,000 0.96 351,070,022 3.66 97,268,292 1.05
28 119,934,000 1.17 378,257,001 3.71 127,014,495 1.29
27 1,971,663,840 20.98 2,348,033,544 24.49 1,998,153,759 21.67
28 1,903,575,610 18.54 2,272,302,927 22.27 1,926,538,806 19.58
27 74,001,000 0.79 79,077,000 0.82 79,077,000 0.86
28 74,001,000 0.72 70,633,000 0.69 70,633,000 0.72

利 子 割 27 3,000,000 0.03 2,531,000 0.03 2,531,000 0.03
交 付 金 28 2,500,000 0.02 2,037,000 0.02 2,037,000 0.02
配 当 割 27 3,000,000 0.03 8,607,000 0.09 8,607,000 0.09
交 付 金 28 8,000,000 0.08 5,009,000 0.05 5,009,000 0.05
株 式 等 譲 渡 27 2,000,000 0.02 7,816,000 0.08 7,816,000 0.08
所 得 割 交 付 金 28 5,000,000 0.05 2,917,000 0.03 2,917,000 0.03
地 方 消 費 税 27 220,000,000 2.34 245,134,000 2.56 245,134,000 2.66
交 付 金 28 230,000,000 2.24 208,104,000 2.04 208,104,000 2.11
自 動 車 取 得 税 27 15,001,000 0.16 18,789,000 0.20 18,789,000 0.20
交 付 金 28 14,001,000 0.14 18,862,000 0.18 18,862,000 0.19

27 882,000 0.01 882,000 0.01 882,000 0.01
28 806,000 0.01 806,000 0.01 806,000 0.01
27 4,896,843,000 52.11 4,950,376,000 51.63 4,950,376,000 53.69
28 4,810,196,000 46.84 4,804,732,000 47.09 4,804,732,000 48.83

交 通 安 全 対 策 27 1,000,000 0.01 1,099,000 0.01 1,099,000 0.01
特 別 交 付 金 28 1,000,000 0.01 1,075,000 0.01 1,075,000 0.01

27 670,593,356 7.14 508,329,690 5.30 504,858,690 5.48
28 1,022,141,550 9.95 869,386,802 8.52 869,386,802 8.84
27 503,951,800 5.36 503,786,309 5.25 489,689,309 5.31
28 455,893,000 4.44 463,850,035 4.55 445,099,035 4.52
27 1,034,617,000 11.01 913,917,000 9.53 913,917,000 9.91
28 1,742,261,000 16.97 1,484,361,000 14.55 1,484,361,000 15.09
27 7,424,889,156 79.02 7,240,343,999 75.51 7,222,775,999 78.33
28 8,365,799,550 81.46 7,931,772,837 77.73 7,913,021,837 80.42
27 9,396,552,996 100 9,588,377,543 100 9,220,929,758 100
28 10,269,375,160 100 10,204,075,764 100 9,839,560,643 100

合　　　計

区　　　　　分

地方特例交付金

小 計

小 計

単位：円・％

地 方 譲 与 税

地 方 交 付 税

繰 越 金

諸 収 入

町 債

自主財源、依存財源の一覧表

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

自　主
財　源

町 税

国 庫 支 出 金

依　存
財　源

県 支 出 金

４



第１款　　　　町　税

町税の項別収入状況は次表のとおりである。

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 498,425,000 544,490,177 512,897,766 30,526,461 1,065,950 102.90 94.20

28 470,952,000 512,317,081 482,954,445 28,303,127 1,059,509 102.55 94.27

27 431,637,000 488,290,356 430,043,819 55,957,525 2,289,012 99.63 88.07

28 422,068,000 487,204,076 428,449,735 52,548,682 6,205,659 101.51 87.94

27 36,247,000 41,111,494 36,600,421 4,234,228 276,845 100.98 89.03

28 43,479,000 49,038,428 43,945,790 4,699,596 393,042 101.07 89.62

27 54,990,000 62,325,470 62,325,470 0 0 113.34 100.00

28 59,253,000 58,413,502 58,413,502 0 0 98.58 100.00

27 702,000 820,567 820,567 0 0 116.89 100.00

28 702,000 826,425 826,425 0 0 117.72 100.00

27 386,000 472,650 472,650 0 0 122.45 100.00

28 396,000 421,650 421,650 0 0 106.48 100.00

27 1,022,387,000 1,137,510,714 1,043,160,693 90,718,214 3,631,807 102.03 91.71

28 996,850,000 1,108,221,162 1,015,011,547 85,551,405 7,658,210 101.82 91.59

　町税の一般会計歳入決算総額に占める割合は１０．３２％となっており、前年度に比べ０．９９％

減少している。

　町税の内訳は、町民税４８２，９５４，４４５円（４７．５８％）、固定資産税４２８，４４９，７３５円

　なお、不納欠損額は７，６５８，２１０円で、時効成立によるものが主なものとなっている。

単位：円・％

固 定 資 産
税

軽 自 動 車
税

町 民 税

年度

鉱 産 税

不納欠損額 収入率収入未済額

（４２．２１％）軽自動車税 ４３，９４５，７９０円（４．３３％）、町たばこ税５８，４１３，５０２円

　また、収入未済額については８５，５５１，４０５円となっており、前年度に比べ減少している。

　収入率は、予算現額に対して１０１．８２％、調定額に対しては９１．５９％となっている。

計

項  別

項 目

（５．７５％）、鉱産税８２６，４２５円（０．０８％）、入湯税４２１，６５０円（０．０４％）となっている。

町たばこ税

入 湯 税

５



第２款　　　　地方譲与税

地方譲与税の項別収入状況は次表のとおりである。

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 51,000,000 55,033,000 55,033,000 0 0 107.91 100.00
28 51,000,000 50,002,000 50,002,000 0 0 98.04 100.00
27 1,000 0 0 0 0 0.00 0.00
28 1,000 0 0 0 0 0.00 0.00
27 23,000,000 24,044,000 24,044,000 0 0 104.54 100.00
28 23,000,000 20,631,000 20,631,000 0 0 89.70 100.00
27 74,001,000 79,077,000 79,077,000 0 0 106.86 100.00
28 74,001,000 70,633,000 70,633,000 0 0 95.45 100.00

地方譲与税の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．７２％となっている。

第３款　　　　利子割交付金

利子割交付金の項別収入状況は次表のとおりである。

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 3,000,000 2,531,000 2,531,000 0 0 84.37 100.00

28 2,500,000 2,037,000 2,037,000 0 0 81.48 100.00

　利子割交付金の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．０２％となっている。

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 3,000,000 8,607,000 8,607,000 0 0 286.90 100.00

28 8,000,000 5,009,000 5,009,000 0 0 62.61 100.00

不能欠損

不能欠損

計

単位：円・％

収入未済額年度

項　目

収入率

項 別

　配当割交付金の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．０５％となっている。

単位：円・％
項　 別

年度

配当割交付
金

利子割交付金

項　 目

第４款　　　　配当割交付金

収入率収入未済額

配当割交付金の項別収入状況は次表のとおりである。

自動車重量
譲与税

地方揮発油

譲与税

地方道路
譲与税

単位：円・％

項 別

項　目
収入率収入未済額年度 不能欠損額

６



予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 2,000,000 7,816,000 7,816,000 0 0 390.80 100.00

28 5,000,000 2,917,000 2,917,000 0 0 58.34 100.00

株式等譲渡所得割交付金の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．０３％となっている。

第６款　　　　地方消費税交付金

地方消費税交付金の項別収入状況は次表のとおりである。

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 220,000,000 245,134,000 245,134,000 0 0 111.42 100.00

28 230,000,000 208,104,000 208,104,000 0 0 90.48 100.00

　地方消費税交付金の一般会計歳入決算総額に占める割合は２．１１％となっている。

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 15,001,000 18,789,000 18,789,000 0 0 125.25 100.00

28 14,001,000 18,862,000 18,862,000 0 0 134.72 100.00

　自動車取得税交付金の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．１９％となっている。

第５款　　　　株式等譲渡所得割交付金

株式等譲渡所得割交付金の項別収入状況は次表のとおりである。

収入未済額年度
項 別

単位：円・％

不能欠損額

不能欠損額

項 別
収入率

項 別

自動車取得税
交付金

所得割交付金

交付金

項　目

自動車取得税交付金の項別収入状況は次表のとおりである。

収入率

項　目

項　目

収入未済額年度

株式等譲渡

不能欠損額

収入率

単位：円・％

第７款　　　　自動車取得税交付金

単位：円・％

年度

地方消費税

収入未済額

７



予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 882,000 882,000 882,000 0 0 100.00 100.00

28 806,000 806,000 806,000 0 0 100.00 100.00

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 4,896,843,000 4,950,376,000 4,950,376,000 0 0 101.09 100.00

28 4,810,196,000 4,804,732,000 4,804,732,000 0 0 99.89 100.00

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 1,000,000 1,099,000 1,099,000 0 0 109.90 100.00

28 1,000,000 1,075,000 1,075,000 0 0 107.50 100.00

地方交付税の項別収入状況は次表のとおりである。

収入率
項　目

収入未済額

項　目

単位：円・％

　地方交付税の一般会計歳入決算総額に占める割合は４８．８３％となっている。

項　別

収入未済額

第８款　　　　地方特例交付金

地方特例交付金の項別収入状況は次表のとおりである。
単位：円・％

項　別

年度 収入率収入未済額
項　目

　地方特例交付金の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．０１％となっている。

第９款　　　　地方交付税

地方特例交
付金

不能欠損額

　交通安全対策特別交付金の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．０１％となっている。

収入率

交通安全対策
特別交付金

項 別

年度

年度

交通安全対策特別交付金の項別収入状況は次表のとおりである。

第１０款　　　　交通安全対策特別交付金

単位：円・％

地方交付税

不能欠損額

不能欠損額

８



予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 37,241,000 37,879,249 37,879,249 0 0 101.71 100.00

28 35,506,000 36,539,440 36,506,540 32,900 0 102.82 99.91

27 2,060,000 2,059,620 2,059,620 0 0 99.98 100.00

28 160,000 160,280 160,280 0 0 100.18 100.00

27 39,301,000 39,938,869 39,938,869 0 0 101.62 100.00

28 35,666,000 36,699,720 36,666,820 32,900 0 102.81 99.91

　また、保育所保育料の３２，９００円が収入未済額となっている。

使用料及び手数料の項別収入状況は次表のとおりである。

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 43,526,000 46,647,543 44,919,629 1,727,914 0 103.20 96.30

28 42,644,000 47,376,587 46,097,487 1,279,100 0 108.10 97.30

27 10,541,000 12,217,900 12,217,780 120 0 115.91 100.00

28 10,699,000 10,832,620 10,832,620 0 0 101.25 100.00

27 54,067,000 58,865,443 57,137,409 1,728,034 0 105.68 97.06

28 53,343,000 58,209,207 56,930,107 1,279,100 0 106.72 97.80

　また、公営住宅使用料の１，２７９，１００円が収入未済額となっている。

円、清掃手数料３，０９１，８７０円などとなっている。

単位：円・％

第１１款　　　　分担金及び負担金

分担金及び負担金の項別収入状況は次表のとおりである。

収入率年度 収入未済額
項　別

項　目
不納欠損額

使用料

　分担金及び負担金の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．３７％となっている。

４円、火葬場使用料４，２７０，０００円などで、手数料の主なものは、戸籍手数料４，２４５，５５０

　使用料及び手数料の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．５８％となっている。使用料

の主なものは、公営住宅使用料（現年度分）３１，５７６，５００円、道路占用使用料５，５８４，２９

手数料

計

項　目
収入未済額

第１２款　　　　使用料及び手数料

負担金

分担金

計

収入率

単位：円・％
項　別

不納欠損額年度

９



予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 243,609,456 244,374,851 244,374,851 0 0 100.31 100.00

28 248,681,000 246,379,906 246,379,906 0 0 99.07 100.00

27 403,896,900 239,742,350 236,271,350 3,471,000 0 58.50 98.55

28 770,238,550 619,453,676 619,453,676 0 0 80.42 100.00

27 23,087,000 24,212,489 24,212,489 0 0 104.875 100.00

28 3,222,000 3,553,220 3,553,220 0 0 110.28 100.00

27 670,593,356 508,329,690 504,858,690 3,471,000 0 75.29 99.32

28 1,022,141,550 869,386,802 869,386,802 0 0 85.06 100.00

となっている。

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 206,353,000 206,862,251 206,862,251 0 0 100.25 100.00

28 215,648,000 214,372,624 214,372,624 0 0 99.41 100.00

27 254,696,800 254,098,430 240,010,430 14,088,000 0 94.23 94.46

28 199,375,000 208,338,121 189,587,121 18,751,000 0 95.09 91.00

27 42,902,000 42,825,628 42,816,628 9,000 0 99.80 99.98

28 40,870,000 41,139,290 41,139,290 0 0 100.66 100.00

27 503,951,800 503,786,309 489,689,309 14,097,000 0 97.17 97.20

28 455,893,000 463,850,035 445,099,035 18,751,000 0 97.63 95.96

いる。

１８，７５１，０００円のうち、主なものは水産業費補助金のH２９年度への事業費の繰越となって

単位：円・％
項　別

項　目
収入率年度 収入未済額 不納欠損額

うち主なものは、再生可能エネルギー等導入推進基金事業費補助金５６，２０６，３１１円、県委

第１３款　　　　国庫支出金

国庫支出金の項別収入状況は次表のとおりである。

　国庫支出金の一般会計歳入決算総額に占める割合は８．８４％となっている。

福祉給付金事業補助金８９，３７８，０００円、社会資本総合整備交付金１９８，６７７，５５０円

当国庫負担金７１，２６０，０００円で、国庫補助金のうち主なものは、年金生活者等支援臨時

単位：円・％
項別

不納欠損額 収入率収入未済額

託金のうち主なものは、県民税徴収委託金１８，０１４，１５０円となっている。また、収入未済額

第１4款　　　　県支出金

県支出金の項別収入状況は次表のとおりである。

計

県負担金

　県負担金のうち主なものは、障害者自立支援給付費負担金７５，５２２，７５０円、県補助金の

県委託金

　県支出金の一般会計歳入決算総額に占める割合は４．５２％となっている。

年度

県補助金

　国庫負担金のうち主なものは、障害者自立支援給付費負担金１５１，０４５，５００円、児童手

国庫負担金

国庫補助金

国庫委託金

計

項目

となっている。また、国庫委託金の主なものは、基礎年金等事務費交付金３，３６５，２２０円
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予算現額 調定額 収入済額
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

項　目 （Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 9,577,000 9,866,233 9,866,233 0 0 103.02 100.00
28 9,743,000 9,978,471 9,978,471 0 0 102.42 100.00
27 14,959,000 15,755,466 15,755,466 0 0 105.32 100.00
28 4,218,000 5,783,898 5,783,898 0 0 137.12 100.00
27 24,536,000 25,621,699 25,621,699 0 0 104.42 100.00
28 13,961,000 15,762,369 15,762,369 0 0 112.90 100.00

予算現額 調定額 収入済額
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 84,509,000 80,359,037 80,359,037 0 0 95.09 100.00

28 139,882,000 140,286,718 140,286,718 0 0 100.29 100.00

　寄附金の一般会計歳入決算総額に占める割合は１．４３％となっている。
　寄附金の主なものは、ふるさと納税寄付金１３９，３３２，０００円となっている。

予算現額 調定額 収入済額
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 73,934,000 71,551,000 71,551,000 0 0 96.78 100.00

28 132,537,000 123,464,690 123,464,690 0 0 93.15 100.00

27 51,300,000 51,299,220 51,299,220 0 0 100.00 100.00

28 31,190,000 31,188,936 31,188,936 0 0 100.00 100.00

27 125,234,000 122,850,220 122,850,220 0 0 98.10 100.00

28 163,727,000 154,653,626 154,653,626 0 0 94.46 100.00

不納欠損額

不納欠損額

不納欠損額

基金繰入金

寄附金

項　目

単位：円・％
項　別

特別会計繰入
金

計

収入未済額
項　別

項　目

財産売払収
入

収入率

収入率

単位：円・％

第１７款　　　　繰入金

繰入金の項別収入状況は次表のとおりである。

年度

第１５款　　　　財産収入

財産収入の項別収入状況は次表のとおりである。
単位：円・％

項　別
年度

　繰入金の一般会計歳入決算総額に占める割合は１．５７％となっている。

計

収入率

寄附金の項別収入状況は次表のとおりである。

第１６款　　　　寄附金

　財産収入の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．１６％となっている。

収入未済額

は生産物売払収入（アワビ・アコヤ）の３，２３１，７５６円となっている。

　繰入金の主なものは、ふるさと応援基金繰入金６７，０３２，０００円となっている。

年度 収入未済額

　財産運用収入の主なものは土地貸付料の合計７，５０５，８１４円、財産売払収入の主なもの

財産運用収
入
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予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 531,817,840 531,817,540 531,817,540 0 0 100.00 100.00

28 380,212,610 380,213,124 380,213,124 0 0 100.00 100.00

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）
（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 5,733,000 6,263,629 6,263,629 0 0 109.26 100.00
28 6,528,000 7,139,963 7,139,963 0 0 109.37 100.00
27 78,000 95,929 95,929 0 0 122.99 100.00
28 53,000 160,007 160,007 0 0 301.90 100.00
27 10,319,000 261,571,497 7,943,896 253,627,601 0 76.98 3.04
28 11,712,000 263,035,201 11,850,694 251,184,507 0 101.18 4.51
27 2,105,000 3,832,207 3,832,207 0 0 182.05 100.00
28 7,034,000 7,084,062 7,084,062 0 0 100.71 100.00
27 71,577,000 79,306,760 79,132,631 174,129 0 111 100
28 94,607,000 100,837,768 100,779,769 57,999 0 107 100
27 89,812,000 351,070,022 97,268,292 253,801,730 0 108.30 27.71
28 119,934,000 378,257,001 127,014,495 251,242,506 0 105.90 33.58

　諸収入の一般会計歳入決算総額に占める割合は１．２９％となっている。
　収入未済額２５１，２４２，５０６円の主なものは、住宅新築資金返還金（過年度）や、奨学金返還金
（過年度）などの貸付金元利収入である。

予算現額 収入済額

（Ａ） （Ｂ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

27 1,034,617,000 913,917,000 913,917,000 0 0 88.33 100.00

28 1,742,261,000 1,484,361,000 1,484,361,000 0 0 85.20 100.00

　町債の一般会計歳入決算総額に占める割合は１５．０９％となっている。

町債の項別収入状況は次表のとおりである。

受託事業収
入

項別

貸付金
元利収入

収入未済額年度

単位：円・％

町債

雑入

収入未済額

年度
項別

町預金利子

第１８款　　　　繰越金

　諸収入の項別収入状況は次表のとおりである。

年度

繰越金

第１９款　　　　諸収入

不納欠損額
項目

単位：円・％

収入未済額

項　目
不納欠損額

計

　繰越金の一般会計歳入決算総額に占める割合は、３．８６％となっている。

項　別
収入率

延滞金及び加算金

単位：円・％

不納欠損額

第２０款　　　　町債

収入率

収入率

調定額
項目

１２



年度

27

28

差引増減

　各款別の予算現額及び支出済額の構成比は次表のとおりである。

構成比 構成比 増減率

1.00 0.97 5.51

15.69 16.20 12.01

23.80 22.52 2.70

13.06 13.78 14.46

4.12 4.19 10.31

1.98 1.40 △ 23.29

7.94 12.29 67.91

11.34 8.23 △ 21.24

7.37 8.93 31.40

0.00 0.00 ―

13.44 11.49 △ 7.19

0.26 0.00 ―

100.0 100.0 8.51

不用額

250,844,202

263,453,182

12,608,980

37,556,822

166,958,811

56,832,424

166,643,124

執行率

94.08

93.41

―

単位：円・％

０％、衛生費１３．７８％、土木費１２．２９％、公債費１１．４９％、教育費８．９３％、消防費８．２

1,154,798,630

364,164,243

総　務　費

決算額（Ｂ）

平成２８年度

93,143,822

8,840,716,634

702,370,916

1,002,248,387

651,889,691

0

1,187,791,330

23,355,280 △ 23,355,280

752,222,264

単位：円・％

増減額（Ｂ）－（Ａ）

4,864,900

△ 85,361,839

△ 40,718,992

477,001,345

△ 212,899,919

204,700,868

0

872,822,164

歳出決算額

8,840,716,634

9,592,938,898

752,222,264

9,396,552,996

10,269,375,160

789,348,468

2,103,817,349

9,592,938,898

856,590,559

0

1,102,429,491

0

2,160,649,773

1,321,757,441

401,721,065

134,108,402

1,179,372,261

款別

平成２７年度

決算額（Ａ）

1,387,174,492

衛　生　費

議　会　費 88,278,922

公　債　費

予　備　費

商　工　費

土　木　費

1,553,817,616

174,827,394

予算現額

比較

３％、農林水産業費４．１９％、商工費１．４０％、議会費０．９７％の順となっている。

合計

項目

消　防　費

教　育　費

民　生　費

農林水産業費

災害復旧費

る。

（２）　歳　　出

一般会計歳出決算額は次表のとおりである。

　また、不用額は２６３，４５３，１８２円で、主な科目は総務費・教育費・土木費などとなってい

　歳出決算額は９，５９２，９３８，８９８円で、予算現額に対する執行率は９３．４１％となってい

る。各款別歳出決算における構成比については、民生費の２２．５２％をはじめ、総務費１６．２

翌年度繰越額

304,992,160

412,983,080

107,990,920
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単位：円・％

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

27 91,060,000 88,278,922 0 2,781,078 96.95

28 95,190,000 93,143,822 0 2,046,178 97.85

　議会費は歳出総額の０．９７％を占めており、予算執行率は９７．８５％となっている。

　支出の主なものは、人件費のほか、視察研修等の特別旅費２，４２８，９５０円など

となっている。

単位：円・％

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

27 1,489,963,000 1,387,174,492 63,147,000 39,641,508 93.10

28 1,601,464,000 1,553,817,616 1,306,000 46,340,384 97.02

　総務費は歳出総額の１６．２０％を占めており、予算執行率は９７．０２％となっている。

　支出の主なものは、人件費のほか、町債管理基金積立金１６５，７４０，０００円などと

なっている。

単位：円・％

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

27 2,140,657,476 2,103,817,349 4,320,000 32,520,127 98.28

28 2,209,265,000 2,160,649,773 6,091,000 42,524,227 97.80

　民生費は歳出総額の２２．５２％を占めており、予算執行率は９７．８０％となっている。

　支出の主なものは、人件費のほか、後期高齢者医療特別会計繰出金３４３，３３８，７９９円、

介護保険特別会計繰出金３３８，５９９，８２５円などとなっている。

　　

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

27 1,197,434,640 1,154,798,630 22,692,000 19,944,010 96.44

28 1,349,258,000 1,321,757,441 0 27,500,559 97.96

第１款　　　議会費

第２款　　　総務費

第３款　　　民生費

４，０００円などとなっている。

　衛生費は歳出総額の１３．７８％を占めており、予算執行率は９７．９６％となっている。

　支出の主なものは、人件費のほか、南勢火葬場の工事請負費３１５，３０３，８４０円、

第４款　　　衛生費
単位：円・％

病院事業会計負担金２４０，０００，０００円、鳥羽志勢広域連合負担金（し尿）１１８，９２
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年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

27 400,895,120 364,164,243 29,121,400 7,609,477 90.84

28 444,997,400 401,721,065 32,521,200 10,755,135 90.27

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

27 201,562,000 174,827,394 19,000,000 7,734,606 86.74

28 159,153,000 134,108,402 9,332,000 15,712,598 84.26

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

27 808,548,800 702,370,916 91,398,480 14,779,404 86.87

28 1,399,371,480 1,179,372,261 176,196,880 43,802,339 84.28

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

27 1,138,223,000 1,002,248,387 58,759,280 77,215,333 88.05

28 1,001,156,280 789,348,468 186,472,000 25,335,812 78.84

　商工費は歳出総額の１．４０％を占めており、予算執行率は８４．２６％となっている。

　支出の主なものは、人件費のほか、誘客宣伝推進・観光情報発信事業委託料１６，７４０，

　支出の主なものは、人件費のほか、道路改良事業の工事請負費４８１，５８７，１２０円、

下水道事業特別会計繰出金３６６，２２１，０８４円などとなっている。

第７　　　土木費
単位：円・％

第５款　　農林水産業費
単位：円・％

第６款　　商工費
単位：円・％

０００円、浮島パークなんとうの改修の工事請負費１２，９３８，０００円などとなっている。

務委託料１７，３８０，５６０円、方座浦・礫浦の漁港機能保全計画書作成業務委託料１３，９３２，

０００円などとなっている。

　支出の主なものは、人件費のほか、害獣駆除の報償費２３，６３６，０００円、測量設計積算業

　農林水産業費は歳出総額の４．１９％を占めており、予算執行率は９０．２７％となっている。

第８款　　消防費
単位：円・％

　消防費は歳出総額の８．２３％を占めており、予算執行率は７８．８４％となっている。

支出の主なものは、人件費のほか、紀勢地区広域消防組合分担金１８３，２４２，５０７円、志摩

　土木費は歳出総額の１２．２９％を占めており、予算執行率は８４．２８％となっている。

広域消防組合分担金１６１，８０２，０００円、災害情報伝達システム整備工事１３０，６８０，０００

円などとなっている。
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年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

27 706,347,000 651,889,691 16,554,000 37,903,309 92.29

28 903,797,000 856,590,559 1,064,000 46,142,441 94.78

第１０款　公債費

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

27 1,188,123,000 1,187,791,330 0 331,670 99.97

28 1,102,723,000 1,102,429,491 0 293,509 99.97

公債費は歳出総額の１１．４９％を占めており、予算執行率は９９．９７％となっている。

第１１款　予備費

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

27 8,888,000 0 0 8,888,000 ―

28 3,000,000 0 0 3,000,000 ―

第１２款　災害復旧費

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

27 24,850,960 23,355,280 0 1,495,680 93.98

28 0 0 0 0 ―

　教育費は歳出総額の８．９３％を占めており、予算執行率は９４．７８％となっている。

単位：円・％

第９款　　教育費

支出の主なものは、人件費のほか、通学バス運行委託料（中学校費）１０２，０６３，６３８円、

３３２，０００円などとなっている。

単位：円・％

単位：円・％

単位：円・％

予備費は予算の執行がなく、３，０００，０００円が全額不用額となっている。

通学バス運行委託料（小学校費）６２，８１３，１８０円、学校施設整備工事（中学校費）１９，

平成２８年度は、予算計上なしとなっている。
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２　　特別会計

区分
年度

27 2,710,993,221 54,603,417 0 54,603,417

28 2,481,268,007 68,859,894 0 68,859,894

単位：円
項　　目

款　　別
27 401,431,000 480,281,179 383,920,387 2,564,420 93,796,372

28 370,959,000 459,749,472 371,491,438 2,369,661 85,888,373

27 20,000 158,160 158,160 0 0

28 20,000 162,380 162,380 0 0

27 541,509,000 541,057,658 541,057,658 0 0

28 497,466,000 502,882,559 502,882,559 0 0

27 63,758,000 66,865,000 66,865,000 0 0

28 40,655,000 41,106,501 41,106,501 0 0

27 730,058,000 730,058,558 730,058,558 0 0

28 657,221,000 657,221,860 657,221,860 0 0

27 135,490,000 121,354,182 121,354,182 0 0

28 120,053,000 123,424,086 123,424,086 0 0

27 588,287,000 588,287,755 588,287,755 0 0

28 551,904,000 551,905,003 551,905,003 0 0

27 8,000 7,000 7,000 0 0

28 8,000 7,000 7,000 0 0

27 263,723,000 261,398,188 261,398,188 0 0

28 177,641,000 174,573,549 174,573,549 0 0

27 67,581,000 67,581,140 67,581,140 0 0

28 54,603,000 54,603,417 54,603,417 0 0

27 2,806,000 4,908,610 4,908,610 0 0

28 69,256,000 72,750,108 72,750,108 0 0

27 2,794,671,000 2,861,957,430 2,765,596,638 2,564,420 93,796,372

28 2,539,786,000 2,638,385,935 2,550,127,901 2,369,661 85,888,373

　収入未済額は全て国民健康保険税で、主なものは、医療給付費（滞納繰越分） ５２，５１７，８６

となっている。

２円（収納率２１．４％）、医療給付費（現年度課税分）１１，１０１，９９５円（収納率９６．０％）など

　国民健康保険税の不納欠損額２，３６９，６６１円は、地方税法第１５条の７（滞納処分の停

止）及び１８条の１（地方税の消滅時効）の適用によるものである。

　（歳入決算の状況）

歳入決算額を款別に表すと次表のとおりである。

収入済額 収入未済額年度 不納欠損額

国民健康保険税

財産収入

2,765,596,638

使用料及び
手数料

国庫支出金

療養給付費等
交付金

前期高齢者
交付金

金４９２，０３４，３５４円などとなっている。

繰　越　金

諸　収　入

合　　　計

県支出金

歳入歳出
差引残額

繰越額 実質収支額

共同事業交付金

繰　入　金

（1）国民健康保険特別会計
単位：円

歳出決算額歳入決算額

　歳入の主なものは、前期高齢者交付金６５７，２２１，８６０円、保険財政共同安定化事業交付

2,550,127,901

は６８，８５９，８９４円となっている。
　歳入決算額は２，５５０，１２７，９０１円、歳出決算額は２，４８１，２６８，００７円、実質収支額

調定額予算現額
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単位：円

項目
款別

27 44,492,000 42,737,028 0 1,754,972

28 44,823,000 43,436,409 0 1,386,591

27 1,749,034,000 1,691,107,723 0 57,926,277

28 1,586,698,000 1,552,389,558 0 34,308,442

27 70,000 0 0 70,000

28 70,000 10,453 0 59,547

27 101,608,000 101,607,446 0 554

28 89,213,000 89,212,372 0 628

27 162,000 160,741 0 1,259

28 163,000 161,867 0 1,133

27 254,217,000 254,216,845 0 155

28 235,254,000 235,252,398 0 1,602

27 547,453,000 547,426,761 0 26,239

28 521,095,000 521,069,005 0 25,995

27 27,337,000 19,056,323 0 8,280,677

28 23,982,000 17,620,074 0 6,361,926

27 27,000 0 0 27,000

28 27,000 0 0 27,000

27 20,263,000 19,673,354 0 589,646

28 20,500,000 19,154,871 0 1,345,129

27 35,008,000 35,007,000 0 1,000

28 2,961,000 2,961,000 0 0

27 15,000,000 0 0 15,000,000

28 15,000,000 0 0 15,000,000

27 2,794,671,000 2,710,993,221 0 83,677,779

28 2,539,786,000 2,481,268,007 0 58,517,993

公　債　費

諸支出金

積　立　金

合　　　　計

予　備　費

　歳出の主なものは、一般被保険者療養給付費１，３０６，５６６，８３６円、保険財政共同安定化

事業拠出金４５０，１５７，９８６円、後期高齢者支援金２３５，２３４，３７６円、一般被保険者高額

療養費１８９，０８２，９５６円などとなっている。

歳出決算額を款別に表すと次表のとおりである。

　（歳出決算の状況）

不用額翌年度繰越額支出済額予算現額年度

前期高齢者納付金

後期高齢者支援金等

共同事業拠出金

保健事業費

総　務　費

保険給付費

老人保健拠出金

介護納付金
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区分
年度

27 1,992,152,246 78,640,183 0 78,640,183

28 2,099,187,525 68,055,864 0 68,055,864

　歳入決算額は２，１６７，２４３，３８９円、歳出決算額は２，０９９，１８７，５２５円、実質収支額　

は６８，０５５，８６４円となっている。

単位：円

項　　目

款　　別

27 357,462,000 374,820,430 358,122,000 0 16,698,430

28 357,715,000 376,816,260 358,518,010 0 18,298,250

使用料及び 27 27,000 35,520 35,520 0 0

手数料 28 25,000 33,760 33,760 0 0

27 493,887,000 498,021,009 498,021,009 0 0

28 500,127,000 513,889,808 513,889,808 0 0

支払基金 27 499,834,000 499,834,000 499,834,000 0 0

交付金 28 531,421,000 530,951,212 530,951,212 0 0

27 268,466,000 268,466,925 268,466,925 0 0

28 295,048,000 295,166,591 295,166,591 0 0

27 35,000 35,000 35,000 0 0

28 35,000 35,000 35,000 0 0

27 348,910,000 348,072,718 348,072,718 0 0

28 390,627,000 390,008,825 390,008,825 0 0

27 98,073,000 98,073,011 98,073,011 0 0

28 78,640,000 78,640,183 78,640,183 0 0

27 1,000 132,246 132,246 0 0

28 1,000 0 0 0 0

27 2,066,695,000 2,087,490,859 2,070,792,429 0 16,698,430

28 2,153,639,000 2,185,541,639 2,167,243,389 0 18,298,250

　歳入の主なものは、介護給付費交付金（支払基金交付金・現年度分）５２４，７３３，０００円、

介護保険料の特別徴収保険料（現年度分）３４１，４０２，１５０円、介護給付費負担金（国庫負

担金・現年度分）３２６，１０２，９７８円などとなっている。

国庫支出金

財産収入

諸　収　入

合　　　計

2,070,792,429

2,167,243,389

県支出金

繰　入　金

繰　越　金

年度

保　険　料

歳入決算額
歳入歳出差引残

額
歳出決算額

収入済額予算現額 調定額

　収入未済額は全て介護保険料で、滞納繰越分普通徴収保険料１６，０２１，６００円（収納率

４．１％）、現年度分普通徴収保険料２，２７６，６５０円（収納率８７．８％）などとなっている。

（２）　介護保険特別会計

　歳入決算額を款別に表すと次表のとおりである。

　（歳入決算の状況）

不納欠損額

単位：円

収入未済額

繰越額 実質収支額
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単位：円

項目

款別

27 58,256,000 57,432,718 0 823,282

28 60,317,000 59,715,825 0 601,175

27 1,839,353,000 1,788,283,003 0 51,069,997

28 1,925,009,000 1,886,932,312 0 38,076,688

地域支援 27 59,965,000 48,201,917 0 11,763,083

事業費 28 66,685,000 61,783,034 0 4,901,966

27 43,175,000 42,302,608 0 872,392

28 29,172,000 28,314,354 0 857,646

27 55,932,000 55,932,000 0 0

28 62,442,000 62,442,000 0 0

27 14,000 0 0 14,000

28 14,000 0 0 14,000

27 10,000,000 0 0 10,000,000

28 10,000,000 0 0 10,000,000

27 2,066,695,000 1,992,152,246 0 74,542,754

28 2,153,639,000 2,099,187,525 0 54,451,475

　歳出の主なものは、施設介護サービス給付費７４８，３５３，９１６円、居宅介護サービス給付

費５６８，４８５，１９１円、地域密着型介護サービス費２１７，７０２，７５５円などとなっている。

総　務　費

保険給付費

諸支出金

基金積立金

合　　　計

予備費

公債費

翌年度繰越額

歳出決算額を款別に表すと次表のとおりである。

　（歳出決算の状況）

予算現額 支出済額 不用額年度
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区分

年度

27 503,951,315 1,951,466 0 1,951,466

28 505,913,824 3,576,279 0 3,576,279

　歳入決算額は５０９，４９０，１０３円、歳出決算額は５０５，９１３，８２４円、実質収支額は

単位：円

項　　目
款　　別

後 期 高 齢 者 27 128,736,000 133,862,510 132,000,688 0 1,861,822

医 療 保 険 料 28 142,816,000 147,797,238 146,269,485 0 1,527,753

使 用 料 及 び 27 1,000 31,660 31,660 0 0

手 数 料 28 1,000 41,840 41,840 0 0

27 340,466,000 334,965,491 334,965,491 0 0

28 343,740,000 343,338,799 343,338,799 0 0

27 17,881,000 17,895,772 17,895,772 0 0

28 17,655,000 17,888,513 17,888,513 0 0

27 21,009,000 21,009,170 21,009,170 0 0

28 1,951,000 1,951,466 1,951,466 0 0

27 508,093,000 507,764,603 505,902,781 0 1,861,822

28 506,163,000 511,017,856 509,490,103 0 1,527,753

　歳入の主なものは、一般会計からの療養給付費繰入金２４７，２５６，０００円、特別徴収保険

料（現年課税分）１０５，９４３，５００円などとなっている。

　収入未済額１，５２７，７５３円は、普通徴収保険料（現年課税分・滞納繰越分）である。

合　　計

収入済額 不納欠損額

単位：円

（３）　後期高齢者医療特別会計

歳出決算額

３，５７６，２７９円である。

歳入決算額を款別に表すと次表のとおりである。

歳入歳出差引残額

予算現額年度 収入未済額

繰入金

調定額

繰越金

諸収入

505,902,781

509,490,103

歳入決算額 実質収支額

　（歳入決算の状況）

繰越額
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単位：円
項目

款別

27 3,471,000 3,231,645 0 239,355

28 3,492,000 3,349,911 0 142,089

後期高齢者医療 27 468,730,000 465,334,549 0 3,395,451

広域連合納付金 28 484,694,000 484,694,000 0 0

27 22,000 0 0 22,000

28 22,000 0 0 22,000

27 35,870,000 35,385,121 0 484,879

28 17,955,000 17,869,913 0 85,087

27 508,093,000 503,951,315 0 4,141,685

28 506,163,000 505,913,824 0 249,176

　歳出の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金の療養給付費負担金２４７，２５６，０００

歳出決算額を款別に表すと次表のとおりである。

　（歳出決算の状況）

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額

諸支出金

合　　　　計

円、後期高齢者医療広域連合納付金の保険料等負担金１４４，７０５，１１２円などとなっている。

総　務　費

公　債　費
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区分
年度

27 55,458,860 0 0 0

28 51,407,222 0 0 0

　歳入決算額５１，４０７，２２２円、歳出決算額５１，４０７，２２２円、歳入歳出ともに同額と

項　　目

款　　別

分担金及び 27 2,409,000 2,375,300 2,375,300 0 0

負担金 28 1,150,000 1,200,960 1,200,960 0 0

使用料及び 27 11,560,000 11,860,007 11,699,472 0 160,535

手数料 28 12,111,000 11,858,718 11,603,436 0 255,282

27 5,343,000 5,343,000 5,343,000 0 0

28 3,167,000 3,177,000 3,177,000 0 0

27 2,347,000 2,347,000 2,347,000 0 0

28 1,873,000 1,873,000 1,873,000 0 0

27 14,000 14,000 14,000 0 0

28 14,000 14,000 14,000 0 0

27 20,457,000 19,678,828 19,678,828 0 0

28 24,424,000 23,237,916 23,237,916 0 0

27 1,000 1,260 1,260 0 0

28 1,000 910 910 0 0

27 14,200,000 14,000,000 14,000,000 0 0

28 10,600,000 10,300,000 10,300,000 0 0

27 56,331,000 55,619,395 55,458,860 0 160,535

28 53,340,000 51,662,504 51,407,222 0 255,282
合　　　　　計

国庫支出金

県支出金

55,458,860

51,407,222

年度

なっている。

繰入金

歳入決算額を款別に表すと次表のとおりである。

諸収入

浄化槽使用料金（現年度分）１１，５３５，０５１円となっている。

町       　 債

（４）戸別合併処理浄化槽事業特別会計

歳出決算額歳入決算額 繰越額
歳入歳出差引

残額

単位：円

実質収支額

財産収入

　収入未済額２５５，２８２円は合併浄化槽使用料金（現年度・過年度分）である。

　歳入の主なものは、一般会計繰入金２１，６８２，９１６円、下水道債１０，３００，０００円、合併

単位：円

　（歳入決算の状況）

不納欠損額 収入未済額予算現額 調定額 収入済額

２３



単位：円

項目
款別

27 43,673,000 42,818,643 0 854,357

28 41,139,000 39,323,476 0 1,815,524

27 12,658,000 12,640,217 0 17,783

28 12,201,000 12,083,746 0 117,254

27 56,331,000 55,458,860 0 872,140

28 53,340,000 51,407,222 0 1,932,778

　歳出の主なものは、浄化槽設置の工事請負費１４，４２９，８８０円、浄化槽管理費

歳出決算額を款別に表すと次表のとおりである。

衛生費

年度 不用額予算現額 支出済額

公債費

合　計

の手数料１４，１３５，４０７円、償還金元金９，８５０，１７１円などとなっている。

　（歳出決算の状況）

翌年度繰越額

２４



区分

年度

27 677,937,647 18,812,680 18,812,680 0

28 643,167,963 4,219,280 4,219,280 0

　歳入決算額は６４７，３８７，２４３円、歳出決算額は６４３，１６７，９６３円で、歳入歳出差引額

は４，２１９，２８０円となっている。歳入差出差引額は、全額翌年度への繰越となっている。

単位：円

項　　目

款　　別

分担金及び 27 2,100,000 7,710,000 5,510,000 0 2,200,000

負担金 28 2,100,000 10,200,000 8,200,000 0 2,000,000

使用料及び 27 101,698,000 104,156,293 101,370,020 0 2,786,273

手数料 28 100,540,000 104,542,711 101,624,439 0 2,918,272

27 0 0 0 0 0

28 0 0 0 0 0

27 131,317,000 78,113,000 78,113,000 0 0

28 131,661,000 73,795,000 73,795,000 0 0

27 70,000 70,000 70,000 0 0

28 70,000 70,000 70,000 0 0

27 418,380,000 407,563,637 407,563,637 0 0

28 408,777,000 375,869,084 375,869,084 0 0

27 2,434,000 2,444,670 2,444,670 0 0

28 1,000 16,040 16,040 0 0

27 155,900,000 98,000,000 98,000,000 0 0

28 158,300,000 69,000,000 69,000,000 0 0

27 3,678,680 3,679,000 3,679,000 0 0

28 18,812,680 18,812,680 18,812,680 0 0

27 815,577,680 701,736,600 696,750,327 0 4,986,273

28 820,261,680 652,305,515 647,387,243 0 4,918,272

　歳入の主なものは、一般会計繰入金（公債費）２９６，７３０，２８６円、下水道使用料（現年分）

１００，８７４，０４２円、一般会計繰入金（下水道費）６９，４９０，７９８円などとなっている。

　収入未済額４，９１８，２７２円の主な内訳は、集落排水分担金２，０００，０００円、下水道使用料

（現年度・過年度分）２，９１８，２７２円となっている。

歳入歳出差引残額

647,387,243

単位：円

国庫支出金

県支出金

実質収支額

収入未済額

（５）下水道事業特別会計

歳入決算額を款別に表すと次表のとおりである。

歳出決算額 繰越額

不納欠損額

696,750,327

年度

　　（歳入決算の状況）

予算現額

歳入決算額

合　　　　　計

収入済額調定額

町債

繰越金

繰入金

諸収入

財産収入

２５



単位：円

項目

款別

27 513,862,680 376,355,878 118,816,680 18,690,122

28 513,738,680 336,789,677 139,585,280 37,363,723

27 301,715,000 301,581,769 0 133,231

28 306,523,000 306,378,286 0 144,714

27 815,577,680 677,937,647 118,816,680 18,823,353

28 820,261,680 643,167,963 139,585,280 37,508,437

下水道費

　歳出の主なものは、償還元金２５０，５８４，３８２円、漁業集落排水事業費の工事請負費

公債費

合計

（繰越明許費）８０，４６７，５２０円などとなっている。

年度

歳出決算額を款別に表すと次表のとおりである。

　（歳出決算の状況）

翌年度繰越額 不用額予算現額 支出済額

２６



単位：円

区分

年度

27 240,698,936 10,392,142 0 10,392,142

28 347,526,103 2,236,396 14,000 2,222,396

　歳入決算額は３４９，７６２，４９９円、歳出決算額は３４７，５２６，１０３円、歳入歳出差引残額

単位：円

項　　目

款　　別

分担金及び 27 648,000 648,000 648,000 0 0

負担金 28 648,000 1,004,400 648,000 0 356,400

使用料及び 27 76,599,000 81,975,409 77,229,320 2,653,079 2,093,010

手数料 28 76,437,000 72,614,040 64,779,060 1,442,170 6,392,810

27 28,191,000 28,191,000 28,191,000 0 0

28 58,739,000 58,739,000 0 0 58,739,000

27 7,000 7,000 7,000 0 0

28 7,000 7,000 7,000 0 0

27 51,074,000 51,074,000 51,074,000 0 0

28 54,323,000 103,090,416 103,090,416 0 0

27 9,966,000 9,966,042 9,966,042 0 0

28 10,392,000 10,392,142 10,392,142 0 0

27 684,000 775,716 775,716 0 0

28 3,504,000 3,545,881 3,545,881 0 0

27 83,200,000 83,200,000 83,200,000 0 0

28 240,700,000 167,300,000 167,300,000 0 0

27 250,369,000 255,837,167 251,091,078 2,653,079 2,093,010

28 444,750,000 416,692,879 349,762,499 1,442,170 65,488,210

　歳入の主なものは、簡易水道事業債１６７，３００，０００円、簡易水道使用料（現年度分）６４，

１２６，８８０円、一般会計からの繰入金（公債費）４０，６５３，０００円などとなっている。

　収入未済額６５，４８８，２１０円については、簡易水道事業特別会計が平成２９年度より上水道

っている。

は２，２３６，３９６円となっている。歳入歳出差引残額のうち繰越額は１４，０００円で、実質収支

会計へ移行のため３月３１日で打ち切り決算となったことで、前年度に比べ大きな増加とな

繰越額 実質収支額

収入未済額不納欠損額

（歳入決算の状況）

調定額 収入済額年度 予算現額

（６）　簡易水道事業特別会計

額は２，２２２，３９６円となっている。

　歳入決算額を款別に表すと次表のとおりである。

歳入決算額

251,091,078

349,762,499

歳出決算額 歳入歳出差引残額

諸　収　入

町　　債

合　　　　計

国庫支出金

繰　入　金

繰　越　金

財産収入

２７



単位：円

項目
款別

27 187,100,000 177,457,925 0 9,642,075

28 375,340,000 278,143,797 81,953,000 15,243,203

27 63,269,000 63,241,011 0 27,989

28 69,410,000 69,382,306 0 27,694

27 250,369,000 240,698,936 0 9,670,064

28 444,750,000 347,526,103 81,953,000 15,270,897

　歳出の主なものは、中島地区簡易水道改良整備事業の工事請負費２０６，００１，１２０円、

償還元金５５，０２９，５９１円、償還利子１４，３５２，７１５円などとなっている。

不用額支出済額 翌年度繰越額

公債費

合計

歳出決算額を款別に表すと次表のとおりである。

予算現額

衛生費

年度

　（歳出決算の状況）

２８
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むすび 

 

１．一般会計 

  一般会計は、歳入総額が９８億３，９５６万６４３円（前年度比６．７１％増）、歳出総

額が９５億９，２９３万８，８９８円（前年度比８．５１％の増）、歳入歳出の差引額は２億

４，６６２万１，７４５円で、翌年度への繰越財源の３，７１１万８，６３０円を差引いた実

質収支額は２億９５０万３，１１５円となっていた。 

歳入構成比率の主なものは、地方交付税が４８．８３％、町債が１５．０９％、町税

が１０．３２％で、全体の７４．２４％を占めている。財源の構成比率は自主財源が１９．

５８％（前年度比２．０９％減）、依存財源が８０．４２％となっており、前年度と比べ自

主財源の割合がわずかに減少し、依然として依存財源に頼らざるを得ない財政構造

が続いている。歳入の収入率は、予算に対し９５．８１％となり、調定に対しては、９２．

６１％となっていた。 

収入未済額は、３億５，６８５万６，９１１円で、諸収入が２億５，１２４万２，５０６円、

町税が８，５５５万１，４０５円、県支出金が１，８７５万１，０００円、使用料及び手数料

が１２７万９，１００円であった。不納欠損は全額町税の合計７６５万８，２１０円で、そ

の理由別の内訳は、時効成立６４９万５，２９２円（２３０人・３法人）、本人死亡１万２，

０００円（１人）、執行停止後３年経過によるもの１１５万９１８円（７人）となっている。昨

年に比べ人数（件数）・金額ともに増加している。 

町税や貸付金などの収入未済額解消については、従来どおり、納付機会の拡大・

戸別徴収の取り組み等、関係各課は鋭意努力をしているが、過年度のものを含む未

済額の総額は、３億５，６８５万６，９１１円と莫大な金額となっており、現状の徴収体

制には限界があると考えられる。以前からも再三指摘してきたとおり、公平性の確保、

自主財源の確保強化のためにも、各課を横断する徴収チームの立ち上げ等、新徴収

体制の構築等を含む抜本的な解消対策を早急に実施しない限り、収入未済額の削

減は図れないばかりか、今後増額すると言っても過言ではない状態と考える。 

歳出については、予算に対する執行率は９３．４１％となっており、翌年度繰越額が

４億１，２９８万３，０８０円、不用額が２億６，３４５万３，１８２円となっていた。 

なお、事業の費用対効果の面では、地方創生関連の事業について、南伊勢町の

経済活性化、少子高齢化への歯止め、人口増などにつながったとする効果は、本審

査時点においては、感じにくかった。 

賃金計算の事務については、担当課毎に実施されているが、総務課に一括管理す

ること、また、バス運行、住宅管理等の同一業務に関しては、同一課に統一し、経費

削減、事務の効率化及び簡素化の観点から、一括管理することが望ましい。 

財政構造の弾力性を示す指標である経常収支比率は９１．９％となり、前年度と比

較すると、０．２ポイント微増していた。その理由として、歳入面で、地方交付税が１億

４，５６４万４，０００円の大幅な減だったが、経常的支出も平成２７年度に比べ減少し

たことが、主な要因として挙げられる。しかしながら、依然として厳しい財政状況の中、
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今後も町税等の大幅な収入増は見込めず、早急な自主財源の確保と無駄の排除に

努めるのは無論のこと、効果的かつ効率的な南伊勢町の活性化に向けた対策の打

ち出しと、町職員一人ひとりのコスト意識のさらなる向上が必要不可欠である。 

 

 

 

 

２．特別会計 

特別会計は、６会計で歳入総決算額が６２億７，５４１万８，３５７円、歳出総決算額

が６１億２，８４７万６４４円、実質収支額は１億４，２７１万４，４３３円となっている。 

各特別会計の収入未済額は、国民健康保険特別会計が８，５８８万８，３７３円、介

護保険特別会計が１，８２９万８，２５０円、後期高齢者医療特別会計が１５２万７，７５

３円、戸別合併処理浄化槽事業特別会計が２５万５，２８２円、下水道事業特別会計

が４９１万８，２７２円、簡易水道事業特別会計が６，５４８万８，２１０円となっている。 

 各会計別の不納欠損額は、国民健康保険特別会計が２３６万９，６６１円（１１３件）、

簡易水道特別会計が１４４万２，１７０円（５８８件）で、主な理由は時効成立によるも

のであった。 

各会計ともに債権管理には、各課が横断的に連携協力することは勿論のこと、新

徴収体制の構築を含め、更なる徴収率のアップを目指した滞納整理が不可欠であ

る。 

 今後も今以上に、事務の合理化、人件費のコスト削減等、徹底した経費の削減と積

極的な財源確保を実施すべきである。 

 

 

３．総括 

一般会計・特別会計ともに、地方自治法第２条第１４項、「地方公共団体は、その

事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最

大の効果を上げるようにしなければならない。」、第１５項「地方公共団体は、常にそ

の組織及び運営の合理化に努めるとともに、他の地方公共団体に協力を求めてその

規模の適性化を図らなければならない。」の観点に立ち返り、今後も適正な行財政運

営に努めることが必要不可欠である。 

 


